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1. はじめに
　タイではクーデター以来、暫定政権のもと各省の
見直しが進められており、2019 年までにはすべて
終わる見込みである。こうした中、未来戦略作成の
ために各省でフォーサイトを導入する動きが高まっ
ている。
　タイ科学技術省（Ministry of Science and 
Technology：MOST）1）の傘下にある国立科学
技術イノベーション政策局（National Science 
Technology and Innovation Policy Office：STI）
は、フォーサイト・センターを設立した。フォーサイ
トセンターのミッションは、政策と戦略策定のための
情報を提供し、科学技術の競争力と成長を促進するこ
とである。
　そして、STI 指標に資するデータを収集、分析、監
視し、タイの状況に適した新しい指標を策定した。こ
の指標には、競争力、STI 予算、研究開発、STI 人材、
技術収支、特許、科学技術出版物、情報通信技術など

【 概　要 】
　タイではプラユット暫定政権のもと、政府のリフォームが進められており、未来戦略作成のために各省でフォーサ
イトを導入する動きが高まっている。2017年、我が国の科学技術基本計画に該当する「タイランド4.0」がアナウ
ンスされた。内容は、基本的にこれまで通り経済の活性化が中心であるが、これまでの経済モデルを見直し、「スマー
ト」をキーワードに、工業、都市、人材を中心として、３つの基本柱と４つの目標で推進される。タイランド４.0を
実現する具体的な政策戦略の策定のために、フォーサイトの導入が本格的に具体化しており、現在大臣の命で推進
されている。フォーサイトの実施には、フューチャースキャニング、シナリオプランニング、フューチャーコンサルテー
ションの3項目が予定され、現在の30人体制からこれを拡大させようと、組織の見直しを図っている。タイで実施
されてきたAPECフォーサイトセンターの結果は、グローバル課題への対応に大変参考になっている。現在検討さ
れているタイ国内に向けたフォーサイトには、APECの枠組みよりもむしろASEANの枠組みでのワークショップの
経験や、日本の科学技術予測調査が参考にされている。

　キーワード：タイランド 4.0，フォーサイト，デジタル化，ASEAN，APEC

が含まれている2～4）。

2. タイランド 4.0
　2017年、我が国の科学技術基本計画に該当する
「タイランド 4.0」5、6）がアナウンスされ、2017年春
にその改訂版が発表された7）。これは、新国王が誕生
したことにより、より具体的な政策を見直すことに対
応して行われたものである。これまでの変遷を含めて
概略を図表 1に、4.0 の柱と目標の概要を図表 2に
示す。4.0 の内容は、基本的にこれまで通り経済の活
性化が中心であるが、農業を中心とした政策（タイ
ランド 1.0）、軽工業（タイランド 2.0）、そして重工
業や新工業 （タイランド 3.0）を中心としたものを更
にグレードアップさせ、4.0 では「スマート」をキー
ワードに、工業、都市、人材を中心として、以下の基
本柱と目標で推進される計画がされている。これまで
の経済モデルを見直した点も特徴的と言える。
　このプランはドイツの「Industry4.0」を参考にし
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ており、外国企業の誘致を通じて先進技術を導入し、
産業構造の高度化と先進国入りを実現するというも
のである。この背景には、今後大きな問題となるであ
ろう少子高齢化や、経済社会のデジタル化といった懸

念への対応も含む。
　そこで、未来に向けた問題の解決と目標を実現する
ために、フォーサイトの導入が推進され、その役割が
大きくなっている。

図表1　政策の変遷

図表 2　タイランド 4.0 の柱と目標
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図表 3　フォーサイトの実施計画

出典：APEC CTF の資料を基に作成

3. タイ APECフォーサイトセンターの概要
と役割

　1998年にタイ国家科学技術開発庁（NSTDA）主
催のAPEC/ISTWG（産業科学技術ワーキンググルー
プ）プロジェクトを受け入れる組織として設立された
APECフォーサイトセンター（以下センター）8）は、現
在科学技術イノベーション政策局（STI）がホストと
なり、運営されている。これまで、APEC地域にとっ
て重要であると考えられる、水、エネルギー、新興
疾病などといった様々なグローバルな課題に取り組
んでおり、日本も参加、協力している。当初はAPEC
加盟国からの参加者による活動が中心であったが、現
在はASEAN地域にも拡大している。センターはテー
マごとにワークショップやデルファイ調査、シナリオ
作成など、いろいろなアプローチを導入、試行してき
た。近年、APEC参加国共通の目標を追求するための
技術と知識システムの融合の必要性が浮上してきた
ため、取り扱うプロジェクトはますます複雑になり、
様々な背景の専門家を幅広く迎え、フォーサイトを実
施している。
　また、タイでもグローバル化が進んでいることか
ら、これまでAPECの枠で実施してきたフォーサイ
トの結果は、こうした課題への対応に大変参考になっ
ている。現在検討されているタイ国内に向けたフォー
サイトには、APECの枠組みよりもむしろASEANの
枠組みでのワークショップの経験や、日本の科学技術
予測調査９）が参考にされている。

4. 科学技術政策に貢献するフォーサイト
　現在の科学技術大臣のDr. Suvit Maesincee は、
タイ及び APEC におけるフォーサイト立ち上げに
尽力した方で、フォーサイトに関しては非常に関
心が高く、前科技大臣で現在デジタル経済と社会省
（Minister of Digital Economy and Society）の
大臣の Dr. Pichet Durongkaveroj 氏もフォーサ
イトを政府の戦略策定に活用することを推進して
いる10）。
　タイ政府ではフォーサイトの実施に際して、現在
の 30人体制からこれを拡大させようと、組織の見直
しを図っている。筑波大学で学んだタイ人も採用し、
フォーサイトの長い歴史を持つ日本11）の状況把握に
も努めている。
　現在、政府の戦略策定に資する調査としては、
フューチャースキャニング、シナリオプランニング、
フューチャーコンサルテーションの 3項目が予定さ
れ、図表 3に示すようなプロセスによって実施され

ている。

5. 今後注目されるタイの科学技術に関して
　現在、タイは医療・健康ツーリズム、そして医療ハ
ブとなる医療機器を基幹ビジネス化することを強力
に進めている。4.0 では、医療に 10プロジェクト、
US$151.59 Mの投資（2016年時点）を予定してい
る。これは、我が国同様、タイでも近未来に迎える高
齢社会も関係している。タイの高齢問題は、以前は 3
世代が同居することによるいろいろな差（食事の好
み、余暇の使い方など）がストレスの原因であり、か
つ主な問題であったが、最近は高齢者の貧困の格差が
最大の問題となっている。チェンマイには介護が必要
な日本人が多く移住12）しているが、外国人を対象と
した介護に関して政府は余り検討していなかった。し
かし日本企業がこうしたニーズに着目し、タイでビジ
ネス展開13）していることから、今後、地元企業も増
えることが見込まれている。高齢社会に関連した日本
の様々な施策も参考にされることだろう。
　タイランド 4.0 では、政府が企業や教育機関と連
携して人材育成を進めることも大きなテーマとして
いる。多くの大学でこのプランを中心としたプログラ
ムが検討されており、特に“デジタル”がキーワード
に挙げられている。しかしながら、工学部で実験を中
心とした研究では、シミュレーション程度しか該当せ
ず、プランそのものが無理という認識を持っている大
学教授陣も多いという意見もある。
　一方で、日本では普及していないUber や GRAB
は、タイでもスマホの普及によって便利かつ安価に利
用できることから、急速に利用者が増加している。タ
クシーやトゥクトゥクが観光客に対して不当な高額
な料金請求をすることができなくなることから、観光
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客の増加にも貢献できる。
　また、現金不要のスマホによる支払いシステムも、
他のASEAN地域よりも普及が進んでいる。このよう
にデジタル化が各方面で進むことの利便性が注目さ
れているが、しかしながら、人が仕事する必要性がな
くなってきていることも、一方では懸念事項である。
　タイでもグローバル化が広がってきており、留学生
のためのプログラム整備が進んでいる。留学元として
ASEAN各国、中国、韓国、最近は欧州からも増加し
ており、15か国の学生がプロジェクトベースで、チー
ムを組むことが奨励されている。例えば、「革新的な
ロジスティクスコース」に参加している人は、物資を
輸送するための無人機（ドローン）を建設することを
検討しており、ハードだけではなく、バーチャル体験
ができるソフトウェアの開発も行っている。
　バンコク市内では、BTS（スカイトレイン）が
拡張14）し続け、利便性が高まり、都市が拡大してい

る。またバンコクとチェンマイを結ぶ新幹線の導入も
覚書が締結15）され、鉄道駅の開発も進められている。
こうした交通網の発達によって、社会が変化し、コ
ミュニティの変容に関する研究も必要になってくる。
こうした未来への対応にフォーサイトが活用されて
いることから、今後の動きに注目したい。
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